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令和 7年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための 

連携等の方策を推進するための研究 

分担研究報告書 

 

医療観察法医療の効果検証と系統的教育・研修モデルの構築 

（その 1）医療観察法における薬物療法・心理社会療法の効果検証 

 

研究分担者 賀古 勇輝  北海道大学病院附属司法精神医療センター 

 

研究要旨： 

本研究は、医療観察法における薬物療法や心理社会療法の実態を把握し、効果を検証することを目

的としている。医療観察法入院医療におけるクロザピンをはじめとする抗精神病薬の有効性に関する

医療観察法データベースなどを用いた検証、注意欠如多動症（Attention-Deficit Hyperactivity 

Disorder：以下、ADHD）の診断や ADHD 治療薬の使用状況の調査、内省プログラムの効果指標となる

触法行為の原因帰属と精神症状との関連の調査、作業療法（Occupational Therapy：以下、OT）の実

態調査と効果検証などを令和 9年度までの達成目標としている。 

令和 7年度は、ADHDの診断や ADHD治療薬の処方状況を調査する横断研究（以下、ADHD研究）を実

施した。また、クロザピンの有効性を検証するためのミラーイメージ研究（以下、クロザピン研究）、

触法行為の原因帰属と精神症状との関連を調査する横断研究（以下、原因帰属研究）、入院処遇にお

ける OTの実態調査（以下、OT研究）を令和 8年度のデータ収集に向けて計画立案した。 

ADHD研究では、全国 35の指定入院医療機関を対象に横断調査を実施し、17施設（48.6%）、総入院

者数 371名を解析対象とした。ADHDの診断を受けている患者は 13名（3.5%）であり、海外の司法精

神医療病棟における報告（約 15%）と比較して低く、ADHDが過小診断されている可能性が示唆された。

ADHD治療薬の処方を受けている入院者は 15名（4.0%）であった。ADHD診断者に対する治療薬処方率

は 61.5%であり、約 4 割の診断例が未治療であることが明らかとなった。ADHD 治療薬の処方率は、

DSM-5並びに DSM-5-TR使用施設で 5.6%、ICD-10使用施設で 1.4%であり、有意差は認められなかった

ものの、ICD-10 使用施設で処方率が低い傾向が示された（p=0.058）。ADHD 治療薬としてはグアンフ

ァシンが最も多く使用されており（10名）、次いでアトモキセチン（6名）であった。 

クロザピン研究では、医療観察法データベースを用いて、クロザピン導入前後 6ヵ月の行動制限や

暴力行為、改訂版共通評価項目等を比較するミラーイメージデザインの解析を行う予定である。 

原因帰属研究では、GBAI-RJ（Gudjonsson Blame Attribution Inventory-Revised日本語版：以下、

GBAI-RJ）で測定する帰属の得点と、PANSS（陽性・陰性症状評価尺度：以下、PANSS）で測定された精

神症状との関連を横断研究で調査する予定である。 

OT 研究では、指定入院医療機関で勤務する作業療法士（Registered Occupational Therapist：以

下、OTR）を対象にアンケート調査を実施し、OTプログラムの内容等について調査する予定である。 
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Ａ．研究目的  

「心神喪失等の状態で重大な他害行為

を行った者の医療及び観察等に関する法

律（以下、医療観察法）」に基づく入院医療

では、薬物療法やさまざまな心理社会療法

が行われているが、それぞれの効果につい

ては十分検証されていない。抗精神病薬と

しては治療抵抗性統合失調症治療薬であ

るクロザピンが積極的に使用されている

が、その有効性も十分検証できていない。

心理社会療法に関しては各施設で内容が

十分統制されていないことや、同時並行で

さまざまな治療プログラムが実施される

ことなどから効果を検証するための研究

を実施することの困難さもある。  

1) ADHD 研究 

ADHD の併存や ADHD 治療薬の併用は、医

療観察法入院処遇対象者の治療経過に影

響しうるが、その診断や治療の実態は体系

的に把握されていない。本研究は、医療観

察法病棟における ADHD 診断、評価尺度の

使用状況および ADHD 治療薬の処方実態を

調査し、今後の診断や治療の質的向上に資

する知見を得ることを目的にしている。  

2) クロザピン研究  

 クロザピンは治療抵抗性統合失調症に

対して唯一有効性が確認されている抗精

神病薬である。医療観察法入院処遇対象者

においては、統合失調症患者の 3 割以上で

使用されており、有用な薬剤であると思わ

れるが、医療観察法医療において量的研究

で効果を検証した報告は皆無である。  

 本研究では、医療観察法入院処遇対象者

においてクロザピン導入前後の行動制限

や暴力行為を比較し、その効果を明らかに

することを目的としている。  

3) 原因帰属研究  

医療観察法入院処遇では、再他害行為の

防止のための取り組みの一つとして、内省

プログラムを行うことが多い。内省はさま

ざまな要素で構成されるが、重要な要素の

一つとして、病気が社会的な行動にどのよ

うな影響を与えるか、特に触法行為との関

係についての洞察がある。研究協力者の荒

川らは、自身の触法行為に関する帰属を測

定 す る 尺 度 で あ る GBAI-R1 ） の 日 本 語 版

（GBAI-RJ）を開発した 2,3）。  

本研究では、GBAI-RJ で測定する帰属の

得点と、PANSS による精神症状との関係を

探索的に解析することを目的とする。  

4) OT 研究 

医療観察法下における OT は、退院後の

地域生活を見据えた日常生活・社会生活の

再体験を通じて生活技能を再獲得させ、意

味ある作業・役割の回復を促すことで、地

域生活再建と再他害行為の防止を目指す

重要な支援である。しかし、介入内容や評

価尺度、評価プロセスが統一されていない

ことや OTR 向けの系統的な教育・研修モデ

ルが未整備であることなどから、量的研究

で効果を検証した研究は十分ではない。  

本研究の目的は、指定入院医療機関の

OTR に対してアンケート調査を行い、実施

されている OT の現状を把握することであ

る。これを基に医療観察法における OT の

実践基盤を整備し、効果検証を可能にする
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ための環境の構築を見据えている。 

 

Ｂ．研究方法  

1. 調査対象  

1) ADHD 研究 

対象は、医療観察法病棟入院患者の診療

に従事する常勤の精神科医（ 1 機関につき

1 名）、また、本調査に同意した精神科医が

勤務する指定入院医療機関に入院中の対

象者のうち、ADHD と診断されている、また

は、ADHD 治療薬を内服中の者である。  

2) クロザピン研究  

医療観察法データベース（指定入院医療

機関 35 施設の月次データ）を利用し、デー

タベース登録時に 20～ 59 歳で、 ICD-10

（ International Classification of 

Diseases Version 10：以下、ICD-10）で統

合失調症と診断され、入院中にクロザピン

治療を受けた経験がある者とする。重篤な

身体合併症を有する者、入院日からクロザ

ピン導入までの期間が 6 ヶ月未満の者は除

外する。症例数として 200 名以上を目指す。 

3) 原因帰属研究  

対象は、医療観察法病棟の入院患者のう

ち、20 歳以上で同意が得られた者とする。

中等度・重度知的障害者や自由意思の表明

が十分にできないと判断された者は除外

し、100 名以上を目指す。  

4) OT 研究 

対象は、指定入院医療機関に勤務してい

る OTR と、司法精神科作業療法メーリング

リストに登録している医療観察法入院医

療の経験が 3 年以上ある OTR とする。 

2. 調査項目  

1) ADHD 研究 

1-1) 当該指定入院医療機関に関する項目  

医療観察法病棟の総入院患者数、ADHD の

診断を受けている入院患者数、ADHD 治療薬

を内服している入院患者数、ADHD の診断で

主に用いる診断基準、診断補助に用いる評

価尺度、診断補助に用いる診断面接ツール、

ADHD の診断には至らないが、不注意・多動

性・衝動性等に対して ADHD 治療薬が処方

されているケースの有無  

1-2) 個々の入院処遇対象者に関する事項  

ADHD の診断が確定した時期、主診断、

ADHD 以外の併存診断、性別、調査時年齢、

入院時年齢、入院日、ADHD 治療薬の処方の

有無、ADHD 治療薬の薬剤名、投与量。 

2) クロザピン研究  

 医療観察法データベースから以下の情

報を抽出する。基本情報（年齢、性別、診

断、対象行為、犯罪歴、薬物・アルコール

問題、身体合併症）、処方、隔離・身体的拘

束、院内暴力、評価尺度（改訂版共通評価

項目、GAF（機能の全体的評定尺度））。  

3) 原因帰属研究  

GBAI-RJ（総得点、下位因子得点（罪悪感

因子、外部帰属因子、精神要素帰属因子））、

PANSS（総得点、下位因子得点（陽性尺度、

陰性尺度、総合精神病理尺度））、人口統計

学的データ（年齢、性別、教育歴、飲酒歴、

精神作用物質の使用歴）、臨床的データ（入

退院日、主診断、併存診断、知能指数、医

療観察法入院処遇における治療ステージ、

GAF 得点、内省プログラム施行の有無）、触

法行為のデータ（事件日、罪種、責任能力、

法的ステイタス、以前の犯歴）。  

4) OT 研究 

OTR の基本属性（施設名、年齢、性別、

医療観察法経験年数、総臨床経験年数等）、

自施設の OT プログラムの内容、使用して

いる評価尺度など。 

3. 調査方法  

1) ADHD 研究 

全国の指定入院医療機関に依頼し、各施

設から常勤精神科医 1 名に Google フォー

ムⓇによるアンケート調査への協力を依頼
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した。取得されたデータは、回答順に通し

番号で管理するとともに、患者情報につい

ては研究用 ID を付与して取り扱い、氏名、

住所等の直接識別子を含まない形で収集

した。アンケート回答の確認、回答不備の

連絡、同意撤回機会の保障を目的として、

精神科医の氏名、メールアドレス、所属医

療機関名を収集した。収集された情報は北

海道大学病院附属司法精神医療センター

において適切に管理し、解析を行った。  

2) クロザピン研究  

 国立精神・神経医療研究センターが保有

する医療観察法データベースを利用し、ク

ロザピン導入前後 6 ヶ月の評価項目を比較

する（ミラーイメージデザイン）。  

3) 原因帰属研究  

各研究協力機関で研究参加の同意を書

面で取得する。研究参加者 1 名につき 1 回、

GBAI-RJ を施行するが、自記式質問紙であ

り、研究参加者の診療に直接携わらない研

究協力者によって回収を行う。各研究協力

機関で氏名等の個人情報を削除して匿名

化した上で、収集したデータを入力した電

子ファイルを、パスワードを設定して東京

都立松沢病院に送付し、データ解析を行う。 

4) OT 研究 

令和 8 年度に全国の指定入院医療機関

に勤務している OTR と司法精神科作業療

法メーリングリストに登録している OTR

に対して、Google フォームⓇを用いたア

ンケート調査を実施する。電子データは

国立精神・神経医療研究センター病院の

精神科リハビリテーション部受付の施錠

付き書庫で保管をし、施錠して管理をす

る。データを匿名化し、解析を行う。  

4.データ解析  

1) ADHD 研究 

指定入院医療機関における ADHD の診断

率、ADHD 治療薬の処方率などについて解析

を行った。解析には SPSSⓇを用いた。統計

上、p<0.05 を有意とした。 ADHD の診断基

準・評価尺度・診断面接ツールの使用状況

と ADHD 診断率・治療薬処方率との関連、患

者属性と ADHD 治療薬の処方有無との関連、

治療薬の投与量などについて検討した。  

2) クロザピン研究  

クロザピン導入前後での行動制限の回

数・日数や暴力行為、改訂版共通評価項目

の変化量について解析を行う。各変数の正

規性を Shapiro-Wilk test 等で確認し、対

応のある t 検定と Wilcoxon 順位和検定を

適宜用いる。カテゴリカル変数に関しては、

McNemar 検定を用いる。交絡因子の影響を

調整するため、一般化線形混合モデルの使

用を検討する。 

3) 原因帰属研究  

GBAI-RJ の各下位因子のそれぞれにおい

て、PANSS の得点を比較するにあたり群間

要因を２グループ（GBAI-RJ の高得点群と

低得点群）、群内要因を PANSS の各下位因

子として分散分析を実施する。  

4) OT 研究 

 各データの記述統計分析を行う。  

 

（倫理面への配慮）  

1) ADHD 研究 

北海道大学病院生命・医学系研究倫理審

査委員会より承認を得て実施している（承

認番号：指 025-0321）。  

2) クロザピン研究  

北海道大学病院生命・医学系研究倫理審

査委員会より承認を得て実施している（承

認番号：指 025-0269）。  

3) 原因帰属研究  

東京都立病院機構の倫理委員会より承

認を得る予定である。 

4) OT 研究 

国立精神・神経医療研究センター倫理
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委員会より承認を得る予定である。  

 

Ｃ．研究結果  

1) ADHD 研究 

1-1) 回答施設の概要・基本集計 (表 1) 

18 施設から回答が得られ、研究参加への

同意が得られた施設は 17 施設(48.6%)であ

った。総入院患者数は 371 名であった。こ

のうち、ADHD の診断を受けているのは 13

名(3.5%)、ADHD 治療薬の処方を受けている

のは 15 名(4.0%)であった。 ADHD 診断者に

対する治療薬処方の割合は 61.5%(8/13)で

あった。 

1-2) ADHD 診断基準の使用状況 (表 2) 

主に用いられている ADHD 診断基準は、 

DSM-5-TR（ Diagnostic and Statistical 

Manual of Mental Disorders, Fifth 

Edition, Text Revision：以下、DSM-5-TR） 

が 9 施設(52.9%)と最も多く、次いで  ICD-

10 が 7 施設(41.2%)、DSM-5（Diagnostic 

and Statistical Manual of Mental 

Disorders, Fifth Edition：以下、DSM-5）

が 1 施設(5.9%)の順であった。  

1-3) ADHD 診断補助尺度の使用状況 (表 3) 

ADHD 診断補助尺度を使用している施設

は 15 施設(88.2%)であった。使用している

尺 度 は 、 CAARS （ Conners' Adult ADHD 

Rating Scale：以下、 CAARS）が 15 施設

(88.2%)と最も多く、次いで ASRS（ Adult 

ADHD Self-Report Scale：以下、ASRS）が

4 施 設 (23.5%) 、 ADHD-RS（ ADHD Rating 

Scale：以下、ADHD-RS） が 3 施設(17.6%)、

WURS（Wender Utah Rating Scale：以下、

WURS）が 1 施設(5.9%)の順であった。  

1-4) ADHD 診断面接ツールの使用状況 (表

4) 

ADHD 診断面接ツールを使用している施

設は 2 施設(11.8%)であった。使用してい

る ツ ー ル の 内 訳 は 、 DIVA （ Diagnostic 

Interview for ADHD in adults：以下、DIVA） 

が 1 施設(5.9%)、CAADID（Conners' Adult 

ADHD Diagnostic Interview for DSM-Ⅳ：

以下、CAADID）が 1 施設 (5.9%)であった。 

1-5) 評価尺度・診断面接ツール使用の有

無と ADHD 診断率・処方率の関連 (表 5) 

評価尺度使用の有無別では、尺度使用あ

り群の ADHD 診断率は 3.4%(12/348)、尺度

使用なし群は 4.3%(1/23)であり、有意差は

なかった。治療薬処方率は、尺度使用あり

群 3.7%(13/335) 、 尺 度 使 用 な し 群

8.7%(2/21)であり、有意差はなかった。  

診断面接ツール使用の有無別では、使用

あり群の ADHD 診断率は 3.2%(1/31)、使用

なし群は 3.5%(12/340)であり、有意差はな

かった。治療薬処方率は、ツール使用あり

群 6.8%(2/29)、使用なし群 3.8%(13/327)

であり、有意差はなかった。  

診断基準別(DSM 系 vs ICD-10)では、DSM

系使用施設の ADHD 診断率は 3.9%(9/233)、

ICD-10 使用施設は 2.9%(4/138)であり、有

意差はなかった。治療薬処方率は、 DSM 系

使用施設 5.6%(13/220)、ICD-10 使用施設

1.4%(2/136)であり、有意差は認められな

かったが、ICD-10 使用施設で処方率が低い

傾向が認められた(p=0.058)。 

1-6) 対象者の属性と ADHD 治療薬処方有無

の関連(表 6) 

ADHD の診断を有する患者 13 名を対象に

解析した。このうち ADHD 治療薬処方あり

群は 8 名、処方なし群は 5 名であった。 

平均年齢は処方あり群で 46.4±10.6 歳、

処方なし群で 42.4±10.4 歳であり、有意

差はなかった。性別は、処方あり群で男性

6名(75.0%)、処方なし群で男性 4名(80.0%)

であり、有意差はなかった。  

主診断カテゴリ (統合失調症  vs その

他 )では、処方あり群で統合失調症 6 名

(75.0%)、処方なし群で統合失調症 4 名
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(80.0%)であり、有意差はなかった。  

1-7) ADHD 治療薬の種類別投与量 (表 7) 

ADHD 治療薬の処方内容が確認できた 16

件(併用 1 例を含む)を対象とした。  

薬剤別では、グアンファシンが 10 名、ア

トモキセチンが 6 名であった。グアンファ

シンの 1 日投与量は平均 4.0±1.9mg、中央

値 4.5mg、アトモキセチンは平均 100.0±

21.9mg、中央値 100.0mg であった。 

 

Ｄ．考察  

1) ADHD 研究 

1-1) 過去の研究結果との比較  

 本研究で得られた ADHD 診断率 3.5%は、

一 般 成 人 に お け る ADHD 有 病 率 (2.58-

6.76%)4)と同程度である。しかし、日本の医

療観察法病棟に相当する海外の司法精神

医療病棟における ADHD 有病率は約 15%5,6)

と報告されており、本研究の結果は海外の

知見と比較して著しく低い。この乖離は、

医療観察法入院患者において ADHD が過小

診断されている可能性を示唆している。  

診断基準別の検討では、ICD-10 使用施設

において ADHD 治療薬処方率が低い傾向が

認められた(p=0.058)。先行研究において、

ICD-10 よりも DSM-IV 診断基準を用いた場

合に精神病性障害患者における ADHD の有

病率が高くなることが報告されており 7)、

DSM-5 がより広範な症状スペクトラムを包

含する診断基準であることが、この傾向に

関連している可能性がある。  

1-2) 低い ADHD 診断率の背景要因の検討  

ADHD 診断率の低さには、複数の背景要因

が関与していると考えられる。第一に、医

療観察法入院患者の主診断の多くは統合

失調症であり、統合失調症による精神症状

と ADHD による精神症状との明確な区別が

困難であること、また、統合失調症と ADHD

の併存例に関する臨床ガイドラインが存

在しないことから、ADHD 症状が主診断の付

随症状や薬剤の副作用として解釈されて

いる可能性がある。第二に、精神科専門医

研修プログラムの教育課程において、成人

期 ADHD を含む神経発達症の診断・治療に

関する教育、および司法精神医学に関する

専門的な臨床訓練や継続教育の機会が不

足している可能性がある。第三に、成人の

自己報告による回想精度は低く、特に司法

精神医学領域においては他の精神疾患に

より精神症状が説明可能と判断される場

合、既に ADHD と診断されていた症例にお

いても診断が他の精神疾患に変更される

可能性がある。第四に、構造化診断面接ツ

ールの使用率の低さ(11.8％)が、診断精度

に影響を及ぼしている可能性が考えられ

る。CAARS 等の評価尺度は多くの施設で広

く使用されているものの、これらは本来ス

クリーニングツールとして位置づけられ

ており、併存する精神疾患が存在する場合

の鑑別診断や確定診断に対する感度・特異

度は不十分であることが指摘されている 8)。

一方、構造化診断面接ツールである DIVA の

感度・特異度はそれぞれ 91.3％・93.6％と

高い値が報告されており 9)、このような診

断精度の高いツールの普及不足が、本研究

における診断率の低さに寄与している可

能性が示唆される。 

1-3) ADHD 治療薬の選択  

ADHD 治療薬の選択に関しては、本研究で

は非中枢刺激薬であるグアンファシンと

アトモキセチンのみが使用されていた。こ

れは、統合失調症患者においては中枢刺激

薬による幻覚妄想の増悪リスクへの懸念

のため、安全性を優先した臨床判断を反映

していると考えられる。  

1-4) 研究の限界点  

 本研究にはいくつかの限界点が存在す

る。第一に、横断研究であるため、因果関
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係を推定することができない。第二に、サ

ンプルサイズの限界が挙げられる。特に、

ADHD 診断を有する患者は 13 名と少数であ

り、統計解析において有意差の検出力が不

足していると考えられる。第三に、治療効

果や予後に関するデータが含まれていな

い点である。ADHD 治療薬の投与が、実際に

衝動性の改善や暴力行為の減少、再犯予防

に寄与しているかについては、後向きまた

は前向き研究による検討が必要である。  

 

Ｅ．結論  

1) ADHD 研究 

本研究により、医療観察法入院患者にお

ける ADHD 診断率は 3.5%、ADHD 治療薬処方

率は 4.0%であることが明らかとなった。こ

の診断率は海外の司法精神医療病棟にお

ける報告(約 15%)と比較して著しく低く、

過小診断の可能性が強く示唆された。また、

ADHD 診断例の約 4 割が未治療である実態

も明らかとなった。診断ツールの使用状況

としては、評価尺度は広く普及している一

方で、構造化診断面接ツールの使用は限定

的であった。 

本研究はサンプル数の制約により統計

的検出力が不足しており、評価ツールの使

用と診断率・処方率との関連について有意

な差を検出することが困難であった。本研

究は現在進行中の調査の中間報告である

ことを踏まえ、今後も継続的に全国の医療

観察法指定入院医療機関からの協力を得

ながらデータ収集を進める必要がある。ま

た、ADHD 診断や ADHD 治療薬の投与が治療

経過や予後に与える影響を明らかにする

ためには、長期的な追跡調査を含む更なる

研究が必要である。 
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